
利用材の利用など、計
画当初は無理だと考え
ていた方々にも、少
しずつ協力の輪が広
がっている。グリーン
発電会津は、株主に林
業従事者が名を連ねて
いる。木材の需要が減
少していく中で、なん
とか新たな切り口での
マーケットを開拓する
ことを目指し、エネル
ギー供給を担う発電所
を新たに建設すること
に踏み切った。

　FIT後にどう対応していくか
は、我々も大きな課題ととらえてい
る。ただ、20年後もボイラが利用で
き、地域の経済や林業活性化につなが
る木質バイオマス発電事業を、即座に
シャットダウンしてしまうことは、現
実的にはないとも考えている。環境税
の導入など、どのような着地を迎える
かは分からないが、発電所に価値があ
れば、国が引き続き発電事業に補助し
ていく可能性はある。
　もっとも、国の支援などをあてにす
るのではダメ。あくまで20年後には
FITやほかの支援がなくても、自立し
た電源となるように競争していくこと
が、大きなテーマとして国からも求め
られている。その中で、我々側で燃料
調達にかかる費用を低減することが大
きな課題の１つとなっている。バイオ
マス発電事業者として、とにかくコス

　１つの都道府県につき２～３
カ所程度、5,000kW級の発電所が建
設されれば、燃料調達の持続性も保
ちながら、未利用材活用や森林整備
が促進されると当初から提案してき
た。弊社に対するコンサルティング
への相談・要請は引き続き寄せられ
ている。想定以上に事業実施への意
欲が旺盛という印象で、驚いている
部分がある。ただ、現状で１つ気に
なっているのは、県によって建設が
集中するなど、そのバランスが偏っ
ていることだ。

　グリーン発電会津のケースで
は、燃料のうち85％程度が未利用材
を占めるとともに、一部一般材やリ
サイクル材なども活用している。燃
料の供給面において、当初の計画時
に想定・予想していたことと、発電
所が稼動した後の実際の状況は、必
ずしも一致しない点が大きなポイン
トとして挙げられる。発電所が実際
に動き出すと、河川の流木や支障木
など、自治体で焼却処分していたよ
うな樹木も、燃料として発電所に運
ばれてくるケースがある。当初の計
画時にあらかじめ想定していなかっ
た木材も、燃料として確保できてい
る。支障木などの活用につながると
して、地域からも燃料調達の協力が
得られており、会津における発電事
業でもプラス要因となっている。未

トの削減など競争力を高めていくこと
が重要であり、FITが適用される20年
間のうちに、競争力強化へ手を抜かず
取り組んでいく。

　新たな流れとして、エネルギー
を100％再生可能エネルギー由来で賄
う国際的なイニシアティブで、日本企
業も参加し始めている「ＲＥ100」の
ような考え方が、どれくらい広まるか
ということに期待している。単純な電
気代の安さだけでなく、再生可能エネ
ルギーということに、民間企業がしっ
かりとお金を出す仕組みもあれば、必
ずしもFITが必要ではなくなる。こう
した取り組みと、発電事業者側のコス
トを下げる取り組みの双方で折り合い
が付けられればよい。



　コスト低減に向けて、高性能
林業機械の導入や林道の整備などを進
めている。また、一番コストの原因と
なるポイントとして、地主である山主
１人１人の決済を得ないと、山の手入
れにそもそも着手できない点がある。
山主の方々自身も、自分の山の境界が
どこなのか知らないケースも多く、合
意形成は困難を極める。そこで林野庁
も、山の経営管理を自治体に一元的に

委ねるための仕組みを
整えようとしている。
１haを施業するより
も、自治体管理のもと
10haや100haを一元的
に施業できるような体
制になれば、コストは
より安く抑えられる。

　林野庁の2016年の「木質バイオマスエネルギー利用
動向調査」の調査結果によると、2016年にエネルギー
として利用された木質バイオマスの量は、木材チップが
773万絶乾トンで、前年に比べて12.0％の増加だった。
木質ペレットは21万トンで前年比34.1％増加している。
一方で、薪が５万トンで前年に比べて2.6％減少したほ
か、木粉(おが粉)は32万トンで前年比12.0％減となって
いる。
　木材チップのうち、間伐材・林地残材などに由来する
ものは192万絶乾トンで前年に比べて64.2％増加した。
とくに、発電を行う事業所における利用が大きく増え、
発電機のみを所有している事業所について前年比102.2％
増加した。また、木質バイオマスを利用する発電機の数
は240基で前年から８基増となった。発電機の種類別で
見ると、蒸気タービンが209基で87.1％の大半を占めて

いる。また、バイナリー発電機のような、熱源と低沸点
媒体を熱交換してタービンを駆動させるオーガニック・
ランキン・サイクル(ORC)によるシステムは２基で0.8％
にとどまる。また、木質ガス化発電設備については20基
で、全体のうちの8.3％だった。さらに、総数のうち、熱
電併給を行うコージェネレーション型の発電機は、90基
で構成比のうち37.5％を占めている。
　ボイラの数についても、1,972基で前年から27基増加
した。種類別に見ると、ペレットを燃料とするものが20
基減少する一方で、薪、おが粉を燃料とするものが、そ
れぞれ27基増、15基増加した。用途別に見ると、暖房
のみの利用が12基減少する一方で、冷暖房や給湯に利用
するボイラー基数がそれぞれ23基、29基増加。ボイラ
が従来型の暖房利用に留まらず、多様な用途に使われ始
めている。


